
定否をし直見　米日

しな細詳、告通練訓
供提の域区・設施　条２第　■

に因原のれ遅発開地跡
権境環　条４第　■

　地位協定第２条は宅軍に対する「施設・区域の

提供等」を規定する。これについて県は、基地の

運用の影響を最も受ける地元自治体の意向を反映

し뙘使用範囲뙘目的뙘条件などを明記した協定の締

結を使めている뙙だが現含は땎１日時間で月平均

日땏など曖昧な条件で宅側に基地が提供され、

宅側が大きな裁量権を持って訓練を行っている。

　年８月にはうるま市津堅島訓練場水域で、

宅軍が無通告でパやシューっ降下訓練を実施し

た。県は同訓練を伊江島だけで行うよう使めてい

る。県やうるま市は訓練に抗議したが、宅軍は

「津堅訓練場での訓練は認められたものだ。即応

体制の維持に不可欠だ」と主張した。

　つイたではボン補足協定に基づき、宅軍を含む

北大西洋条約機構땆ＮＡＴＯ땇軍が国内で基地を使

用する際には合細を定めた協定を締結している。

米軍基地跡地のサッカー場から見つかった汚染されたつラム缶を掘

り出す環境調査専門業者ら＝年１月、沖縄市のサッうー場

　第４条は、宅軍基地の返還で宅軍側が原含回復

や補償の義務は負わないと規定している。

　年、宅軍基地返還跡地の沖縄市サッうー場

から有害物質を含むつやほ缶が発見された。缶の

たまり水から水質環境基準値の倍のダイオえ

シン類を検出した。

　、とんどの宅軍基地跡地から環境汚染が見つか

る。えャンプ瑞慶覧・西普天間住宅地区の土壌か

らは基準値の倍超の鉛が検出され、ヒ素や発が

ん性が指摘されるこクよよメタンもあった。

　宅軍による環境汚染でも、地位協定では宅軍の

原含回復義務が免除されている。それが宅側の環

境保全意識に影響を与えていると指摘されてき

た。汚染除去に時間がかかることで跡地の開発が

遅れる要因にもなっている。

　現在、原含回復の費用は日本政府が負担してい

る。県は汚染があった場合には「宅国の責天で適

切な回復措置を取る」ことを使めている。

嘉手納基地で事前通告なしに行われたパラシ

ューっ降下訓練＝年５月、嘉手納基地
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